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１ 工事名   国立青少年教育振興機構  国立室戸青少年自然の家連絡橋改修工事        

 

２ 工事場所  高知県室戸市元乙１７２１ （国立室戸青少年自然の家構内）           

 

３ 完成期限 令和５年１月２０日（ 金 曜日） 

 

４ 一般事項 

現場説明書の適用方法 

(1) ・印で始まる事項については、○印を付した事項のみ適用する。 

(2) 文中及び表中の各欄に数字、文字、記号等を記入する事項については記入してある事項のみ 

適用する。 

(3)    印又は×印で抹消した事項は全て適用しない。 

 

５ 施工に関する事項 

(1) 工事用地 

範囲は監督職員と協議の上決定し、使用にあたっては「工事用地使用許可願」を監督職員 

に提出して、発注者等の承諾を得ること。ただし、工事用地の借料は無償とする。 

 

(2) 仮設物の設置等 

① 仮設建物等 

仮設建物等を設置するときは、「仮設物設置許可願」を監督職員に提出して発注者等の 

承諾を得ること。 

② 障害物の撤去又は移設 

障害物の撤去又は移設をするときは、別図及び監督職員の指示により行うこと。 

③ 仮囲い等 

仮囲い等を設けるときは、別図の位置に、図示の種類によること。 

④ 監督職員事務所 

・設ける（  号）  ○・設けない 

号 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

規 模 

(㎡) 
1 0 内 外   2 0 内 外   3 5 内 外   6 5 内 外   1 0 0内外    

⑤ 仮設物の維持管理等 

仮設物は、施工、監督及び検査に便利かつ安全な材料構造でかつ関係法規に準拠して設 

置するものとし、常に維持保全に注意すること。 

⑥ その他 

  ａ）工事期間中、近隣住民等第三者には、十分注意を払うこと。 

  ｂ）既存施設や道路等を汚損もしくは破損したときは、速やかに監督職員と    

    協議の上原状に復するものとする。                    

  ｃ）撤去工事における騒音，塵埃等には十分注意し、必要に応じて養生等     

    の処置を講ずること。                          

  ｄ）工事車両等の運行にあたっては、安全対策について、監督職員と十分     

    協議の上事故防止に努める。                       

 

(3) 工事用電力等 

① 工事用電力、電話、給水、排水等は受注者において手続きの上設置し、その費用及び使 

用料は受注者の負担とする。 

② 工事用電力 
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・電力会社と協議の上引き込む    ○・構内より分岐できる 

③ 工事用電話 

     ・構外より引込む。          ○・携帯電話にて対応する 

④ 工事用給水 

・構外より引込む。 ○・構内より分岐できる。 ・さく井する。 ・ 

⑤ 工事用電力、電話、給水の引き込み位置は別図により、排水は別図又は監督職員の指示 

による。 

⑥工事に際して、学内の上水道、下水道施設を使用するときは「上(下)水道使用願」を監 

督職員に提出して、発注者等の承諾を得ること。 

⑦ その他 

工事用給水を所内より分岐する場合は、受注者の負担において量水器を設置し、料金   

は国立室戸青少年自然の家へ納入する。                       

                                         

 

(4) 工事写真等 

① 工事写真等 

工事写真等は、文部科学省が定めた「工事写真撮影要領」により撮影し、次表のも 

のを提出すること。 

区   分 大 き さ 種   類 組 

敷地状況写真 サービス判 カ ラ ー       １組 

着工 前 写 真 サービス判 カ ラ ー       １組 

工 事 写 真        サービス判 カ ラ ー       １組 

完 成 写 真        サービス判 カ ラ ー       １組 

※ 完成写真はファイルし、表紙に工事名、工期を記入し、撮影方向

等を明示した配置図、平面図を添付すること。 

② 完成建物等概要図書 

完成建物等概要図書は、文部科学省が定めた「完成建物等概要図書作成要領」により作成 

し、原図を提出すること。 

③ その他 

設計図書一式を、陽画製本 Ａ３版 ３部提出すること。                 

完成図面を国土交通省大臣官房官庁営繕部が定めた「建築ＣＡＤ図面作成要領（案）」   

により作成し、電子媒体(ＣＤ－Ｒ等)にて提出すること。                

下請負人一覧表及び使用機材発注先一覧表等を電子媒体(ＣＤ－Ｒ等)にて提出すること。  

 

(5) その他 

鍵は、各組（一組は同一鍵３本）毎に鍵札（アクリル製）を付け、キープラン及び鍵リス

トを添えて鍵箱（鍵掛け付き）に納めて提出すること。 

 

６ 契約に関する事項 

(1) 工事請負契約基準の運用 

① 工事請負契約基準第３の規定による、 

            ○・  提出する。 

工事費内訳明細書 

            ・ 提出しない。 
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            ○・  提出する。 

工 程 表          

            ・ 提出しない。 

② 工事請負契約基準第25第1項の規定により請負代金額の変更を請求する場合は、発注者又は

受注者から請求のあった日から起算して、残工事の工期が2月以上ある場合とする。 

③ 工事請負契約基準第25第2項の残工事代金額を算出する根拠となる残工事量を確認する場合

において、工事の工程が受注者の責により遅延していると認められる場合は遅延している

と認められる工事量を残工事量に含めないものとする。 

④ 工事請負契約基準第29第4項にいう「請負代金額」とは、損害を負担する時点における請

負代金額をいう。 

⑤ 天災、その他不可抗力による1回の損害合計額が前項にいう請負代金額の1000分の5の額 

（この額が20万円を越えるときは20万円）に満たないものは損害合計額とみなさないもの 

とする。 

(2) 契約の保証について 

落札者は、工事請負契約書案の提出とともに、次の①から⑦のいずれかの書類を提出しな 

ければならない。 

① 契約保証金として納付するものが、現金の場合は、保管金領収証書及び契約保証金納付 

 書 

ア 保管金領収証書は、 三菱ＵＦＪ銀行渋谷支店 に契約保証金の金額に相当する金額

の現金を払い込んで交付を受けること。 

イ 保管金領収証書の宛名の欄には、独立行政法人国立青少年教育振興機構 出納責任者 

山川 寿典と記載するように申し込むこと。 

ウ 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては、独立

行政法人国立青少年教育振興機構の指示に従うこと。 

エ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、契約保証金は、独立行政法

人国立青少年教育振興機構会計規程及び契約事務取扱規則により独立行政法人国立青少

年教育振興機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過している場

合は、別途、超過分を徴収する。 

オ 受注者は、工事完成後、請負代金額の支払請求書の提出とともに保管金払渡請求書を 

提出すること。 

② 契約保証金の納付に代わる担保が、国債、政府の保証のある債券、銀行、株式会社商工

組合中央金庫、農林中央金庫又は全国を地区とする信用金庫連合会の発行する債券、日

本国有鉄道改革法（昭和61年法律第87号）附則第2項の規定による廃止前の日本国有鉄道

法（昭和23年法律第256号）第1条の規定により設立された日本国有鉄道及び日本電信電

話株式会社等に関する法律（昭和59年法律第85号）附則第4条第1項の規定による解散前 

の日本電信電話公社が発行した債券で政府の保証のある債券以外のもの、地方債及び独

立行政法人国立青少年教育振興機構が確実と認める社債の場合は、政府保管有価証券払

込済通知書及び契約保証金納付書 

ア 政府保管有価証券払込済通知書は、 三菱ＵＦＪ銀行渋谷支店 に契約保証金の金額に

相当する金額の当該有価証券を払い込んで、交付を受けること。 

イ 政府保管有価証券払込済通知書の宛名の欄には、独立行政法人国立青少年教育振興機構 

出納責任者 山川 寿典と記載するように申し込むこと。 

ウ 請負金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては、独立行政

法人国立青少年教育振興機構の指示に従うこと。 

エ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、保管有価証券は、独立行政法

人国立青少年教育振興機構会計規程及び契約事務取扱規則により独立行政法人国立青少

年教育振興機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過している場

合は、別途、超過分を徴収する。 
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オ 受注者は、工事完成後、請負代金額の支払請求書の提出とともに政府保管有価証券払 

渡請求書を提出すること。 

③  契約保証金の納付に代わる担保が、銀行又は独立行政法人国立青少年教育振興機構が確

実と認める金融機関が振り出し又は支払を保証した小切手、銀行又は独立行政法人国立青

少年教育振興機構が確実と認める金融機関が引き受け又は保証若しくは裏書をした手形で

ある場合は、当該有価証券及び契約保証金納付書 

ア 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては、独立

行政法人国立青少年教育振興機構の指示に従うこと。 

イ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、当該有価証券は、独立行政

法人国立青少年教育振興機構会計規程及び契約事務取扱規則により独立行政法人国立青

少年教育振興機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過している

場合は、別途、超過分を徴収する。 

ウ 受注者は、工事完成後、請負代金額の支払請求書の提出とともに政府保管有価証券払 

渡請求書を提出すること。 

④  契約保証金の納付に代わる担保が、銀行又は独立行政法人国立青少年教育振興機構が確

実と認める金融機関に対する定期預金債権の場合は、当該債権に係る証書及び当該債権に

係る債務者である銀行又は独立行政法人国立青少年教育振興機構が確実と認める金融機関

の承諾を証する確定日付のある書面及び契約保証金納付書 

ア 当該債権に質権を設定し提出すること。 

イ 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては、独立行

政法人国立青少年教育振興機の指示に従うこと。 

ウ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、当該債権は、独立行政法人国

立青少年教育振興機構会計規程及び契約事務取扱規則により独立行政法人国立青少年教

育振興機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過している場合

は、別途、超過分を徴収する。 

エ 受注者は、工事完成後、独立行政法人国立青少年教育振興機構 理事長 古川 和 から

当該債権に係る証書及び当該債権に係る債務者である銀行又は独立行政法人国立青少年

教育振興機構が確実と認める金融機関の承諾を証する確定日付のある書面の返還を受け

るものとする。 

⑤ 債務不履行による損害金の支払を保証する金融機関等の保証に係る保証書及び契約保証 

金納付書 

ア 債務不履行による損害金の支払の保証ができる者は、出資の受入れ、預り金及び金利等

の取締りに関する法律（昭和29年法律第195号）第3条に規定する金融機関である銀行、

信託会社、保険会社、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会、農林中

央金庫、株式会社商工組合中央金庫、株式会社日本政策投資銀行並びに信用協同組合及

び農業協同組合、水産業協同組合その他の貯金の受入れを行う組合（以下「銀行等」と

いう。）又は公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4

項に規定する保証事業会社（以下「金融機関等」と総称する。）とする。 

イ 保証書の宛名の欄には、独立行政法人国立青少年教育振興機構 理事長 古川 和 と記

載するように申し込むこと。 

ウ 保証債務の内容は、工事請負契約書に基づく債務の不履行による損害金の支払いであ 

ること。 

エ 保証書上の保証に係る工事の工事名の欄には、工事請負契約書に記載される工事名が 

記載されるように申し込むこと。 

オ 保証金額は、契約保証金の金額以上とすること。 

カ 保証期間は、工期を含むものとすること。 

キ 保証債務履行請求の有効期間は、保証期間経過後6カ月以上確保されるものとするこ

と。 

ク 請負代金額の変更又は工期の変更等により保証金額又は保証期間を変更する場合等の 
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取扱いについては、独立行政法人国立青少年教育振興機構の指示に従うこと。 

ケ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、金融機関等から支払われた 

保証金は、独立行政法人国立青少年教育振興機構会計規程及び契約事務取扱規則により

独立行政法人国立青少年教育振興機構に帰属する。なお、違約金の金額が保証金額を超

過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

コ 受注者は、銀行等が保証した場合にあっては、工事完成後、独立行政法人国立青少年教

育振興機構 理事長 古川 和 から保証書（変更契約書を含む。）の返還を受け、銀行

等に返還すること｡ 

⑥ 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約に係る証券 

     ア 履行保証保険とは、保険会社が債務不履行時に保険金を支払うことを約する保険であ 

る。 

 イ 履行保証保険は、定額てん補方式を申し込むこと。 

ウ 保険証券の宛名の欄には、独立行政法人国立青少年教育振興機構 理事長 古川 和 と

記載するように申し込むこと。 

エ 証券上の契約の内容としての工事名の欄には、工事請負契約書に記載される工事名が 

記載されるように申し込むこと。 

オ 保険金額は、請負代金額の10分の1の金額以上とする。 

カ 保険期間は、工期を含むものとすること。 

キ 請負代金額の変更により保険金額を変更する場合の取扱いについては、独立行政法人国

立青少年教育振興機構の指示に従うこと。 

ク 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、保険会社から支払われた保 

険金は、独立行政法人国立青少年教育振興機構会計規程及び契約事務取扱規則により独

立行政法人国立青少年教育振興機構に帰属する。なお、違約金の金額が保険金額を超過

している場合は、別途、超過分を徴収する。  

⑦ 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証に係る証券 

ア 公共工事履行保証証券とは、保険会社が保証金額を限度として債務の履行を保証する 

保証である。 

イ 公共工事履行保証証券の宛名の欄には、独立行政法人国立青少年教育振興機構 理事長 

古川 和 と記載するように申し込むこと。 

ウ 証券上の主契約の内容としての工事名の欄には、工事請負契約書に記載される工事名 

が記載されるように申し込むこと。 

エ 保証金額は、請負代金額の10分の1の金額以上とする。 

オ 保証期間は、工期を含むものとすること。 

カ 請負代金額の変更又は工期の変更等により保証金額又は保証期間を変更する場合等の 

取扱いについては、独立行政法人国立青少年教育振興機構の指示に従うこと。 

キ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、保険会社から支払われた保 

証金は、独立行政法人国立青少年教育振興機構会計規程及び契約事務取扱規則により独

立行政法人国立青少年教育振興機構に帰属する。なお、違約金の金額が保証金額を超過

している場合は、別途、超過分を徴収する。 

(3) 請負代金債権の債権譲渡 

この工事の受注者は、下請セーフティーネット債務保証又は地域建築業経営強化融資制度

のいずれかに係る融資を受けることを目的として、請負代金債権の債権譲渡を申し出ること

ができるものとする。 

(4) 下請契約の締結 

受注者は、下請負人を使用する場合は、「建設工事標準下請契約約款」(昭和52年4月26日

中央建設業審議会決定)に準拠した適切な下請契約を締結すること。また、「建設業法令遵守ガ

イドライン（改訂）-元請負人と下請負人の関係に係る留意点-」(平成20年9月国土交通省総合

政策局建設業課)により適切な取引をすること。 

(5) 建設産業における生産システム合理化指針の遵守等について 
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工事の適正かつ円滑な施工を確保するため、「建設産業における生産システム合理化指針 

について」（平成3年2月5日付け建設省経構発第2号の3建設省建設経済局長通知）において明 

確にされている総合・専門工事業者の役割に応じた責任を的確に果たすとともに、適正な契 

約の締結、適正な施工体制の確立、建設労働者の雇用条件等の改善等に努めること。また、 

下請代金の支払については発注者から受取った前払金の下請建設業者に対する均てん、下請 

代金における現金比率の改善、手形期間の短縮等その適正化について特段の配慮をするこ 

と。 

(6) 監督職員の権限 

工事請負契約基準第９第２項第１号から第３号に示す範囲とする。 

(7) 請負代金の支払 

請負代金は、 独立行政法人国立青少年教育振興機構財務部財務課 から２回以内に支払

うものとする。 

(8) 請負代金の前払い 

公共工事の前払金保証事業会社と保険契約を締結し、当該保証証書を添えて工事請負代金 

額の「10分の4」以内の額の前払金を請求することが出来る。また、前払金の支払を受け 

た後、公共工事の前払金保証事業会社と保険契約を締結し、当該保証証書を添えて工事請負 

代金額の「10分の2」以内の額の中間前金払を請求することができる。 

(9) 瑕疵担保 

① 工事請負契約基準第39第2項ただし書に規定する構造耐力上主要な部分とは、建物の基

礎、基礎ぐい、壁、柱、小屋組、土台、斜材（筋かい、方づえ、火打材、その他これらに

類するものをいう。）、床版、屋根版又は横架材（はり、けたその他これらに類するもの

をいう。）で、当該建物の自重若しくは積載荷重、積雪、風圧、土圧若しくは水圧又は地

震その他の震動若しくは衝撃を支えるものとする。 

② 工事請負契約基準第39第2項ただし書に規定する雨水の浸入を防止する部分とは、以下の

ものとする。 

ア 建物の屋根若しくは外壁又はこれらの開口部に設ける戸、わくその他の建具 

イ 雨水を排除するため建物に設ける排水管のうち、当該建物の屋根若しくは外壁の内部 

又は屋内にある部分 

(10) 工事関係保険の締結 

この工事の受注者は、速やかに、次の付保条件により、建設工事保険又は火災保険契約

（共済その他これに準じる機能を有するものを含む。）締結すること。 

① 保険対象 

工事請負契約の対象となっている工事全体とすること。 

② 保険契約者 

受注者とすること。 

③ 被保険者 

発注者並びに受注者及びそのすべての下請負人（リース仮設材を使用する場合には、リ 

ース業者を含む。）とすること。 

④ 保険金額 

請負代金額と同額とすること。ただし、支給材料又は貸与品の価額が算入されていない 

ときはその新調達価額を加算し、保険の目的に含まれない工事の費用（解体撤去工事費、

用地費、補償費等をいう。）が算入されているときはその金額を控除すること。 

⑤ 保険金支払額の控除額（免責額） 

請負代金額の1000分の5の額（この額が20万円を超えるときは20万円）未満とすること。 

⑥ 保険金請求者 

受注者とすること。 

⑦ 保険期間 

工事着手の日から工事目的物の完成引渡しの日までの期間とすること。 

⑧ 特約条項 
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ア 同一発注者による同一工事場内における分離発注工事の隣接工区受注者相互間の求償 

権不行使特約を付帯すること。 

イ 水災危険担保特約を付帯すること。 

ウ 次の付保条件により、損害賠償責任担保特約を付帯（請負業者賠償責任保険その他こ 

れに準じる機能を有するものを付保することを含む。）すること。 

(ア) 対人賠償保険金額は、1名につき1億円以上かつ1事故につき10億円以上とするこ 

と。 

(イ) 対物賠償保険金額は、1事故につき1億円以上とすること。 

(ウ) 発注者受注者相互間の交差責任担保特約を付帯すること。 

(エ) 分離発注工事の隣接工区に対する賠償責任担保特約を付帯すること。 

⑨ その他 

ア ここで示す付保条件は、工事関係保険として最低限必要と思われる付保条件であり、 

受注者が受注者の判断でこれ以上の付保条件で工事関係保険を付保することを妨げるも 

のでない。ただし、当該付保条件についても発注者が指示したものとみなす。 

イ 建物の建築工事の受注者は、分離発注される当該建物の付帯設備工事の受注者と協議 

の上、建築工事の受注者が保険契約者となり、付帯設備工事の受注者を被保険者に加 

え、一括して建設工事保険契約を締結することも可能である。 

ウ 受注者が工事関係保険契約を締結したときは、遅滞なく、その保険証券を発注者に提 

示すること。ただし、総括契約方式による付保の場合は、保険会社の引受証明を発注者 

に提示すること。 

エ 工事関係保険契約締結後に設計変更等により工事期間又は請負代金額に変更を生じた 

場合などには、速やかに、付保条件について変更の手続をとること。 

 

７ 暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

(1) 独立行政法人国立青少年教育振興機構が発注する建設工事（以下「発注工事」という）におい

て、暴力団員、暴力団員準構成員又は暴力団関係業者（以下「暴力団員等」という）による不

当要求又は工事妨害（以下「不当介入」という。）を受けた場合には、断固としてこれを拒否

するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行うととともに、捜査上必要な

協力を行うこと。 

(2)  (1)により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内

容を記載した書面により発注者に報告すること。 

(3)  発注工事において、暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の

被害が生じた場合には、発注者と協議を行うこと。 

 

８ その他 

(1)  工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）への登録 

この工事の受注者は、工事契約内容及び施工内容について契約締結後10日以内に、登録内 

容に変更があったときは登録内容に変更が生じた日から10日以内に、完成引渡しについて完 

成引渡し後10日以内にそれぞれの情報を財団法人日本建設情報総合センターの工事実績情報 

サービス（ＣＯＲＩＮＳ）への登録すること。 

(2)  公共事業労務費調査への協力 

毎年定期的に実施される公共事業労務費調査への協力を依頼することがあるので、労働基準

法第108条による賃金台帳を整備しておくこと。 

なお、賃金台帳の整備にあたっては、全国建設業協会刊「建設現場の賃金管理の手引き」に

よること。 

(3) 建設業退職金共済制度について 

建設業退職金共済組合に加入するとともに、その建設業退職金共済制度の対象となる労働 

者について証紙を購入し、当該労働者の共済手帳に証紙を貼付すること。また、「建設業退 

職金共済制度適用事業主工事現場」の標識を掲示すること。 
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(4) 工事成績評定について 

    この工事は、文部科学省が定めた工事成績評定要領（平成20年1月17日付け19文科施第370

号）による工事成績評定の対象工事である。 

(5) ワンデーレスポンスの実施について 

この工事はワンデーレスポンスの実施対象工事である。 

①  ワンデーレスポンスとは、発注者からの質問、協議に対して、発注者は、基本的に「そ

の日のうちに」回答するよう対応することである。なお、即日回答が困難な場合に、いつ

までに回答が必要なのかを受注者と協議の上、回答期限を設けるなど、何らかの回答を

「その日のうちに」することを含むものとする。 

②  受注者は、実施工程表の提出にあたって、作業間の関連把握や工事の進捗状況等を把握

できる工程管理方法について、監督職員と協議を行うこと。 

③  受注者は、工事施工中において、問題が発生した場合及び計画工程と実施工程を比較照

査し、差異が生じた場合は速やかに文書にて監督職員へ報告すること。 

 (6) 主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間について 

① 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又

は仮設工事等が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理技術者の工事現

場への専任を要しない。なお、現場施工に着手する日については、請負契約の締結後、監

督職員と協議の上定める。 

② 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手

続き、後片付け等のみが残っている期間については、主任技術者又は監理技術者の工事現

場への専任を要しない。なお、検査が終了した日は、発注者が工事の完成を確認した旨、

受注者に通知した日とする。 

(7) 現場代理人の工事現場における常駐を要しない期間について 

① 工事請負契約基準第10第3項に規定する現場代理人の工事現場における運営、取締り及び

権限の行使に支障がないとは、以下のものとする。 

ア 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入

又は仮設工事等が開始されるまでの期間。）。なお、現場施工に着手する日について

は、請負契約の締結後、監督職員と協議の上、定める。 

イ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務

手続き、後片付け等のみが残っている期間。なお、検査が終了した日は、発注者が工事

の完成を確認した旨、発注者に通知した日とする。 

ウ 工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行われている期間。 

エ 工事現場において作業等が行われていない期間。 

② 工事請負契約基準第10第3項に規定する発注者との連絡体制が確保されるとは、発注者又

は監督職員と携帯電話等で常に連絡が取られること、かつ、発注者又は監督職員が求め

たときは、工事現場に速やかに向かう等の対応が取られることとする。 

③ その他請負契約の締結後、監督職員と協議の上、現場代理人の工事現場における常駐を要

しない期間を定める。 

(8) 特別重点調査を受けた者との契約について 

「低入札価格調査対象工事に係る特別重点調査の試行について」（平成21年3月31日大臣官

房文教施設企画部長通知）に基づく特別重点調査を受けた者との契約については、その契約

の保証については請負代金の10分の3以上とし、前払金の割合については、請負代金額の10

分の2以内とする。ただし、工事が進捗した場合の中間前払金及び部分払の請求を妨げるも

のではない。 

(9) 引渡し後点検について 

受注者は、完成引渡し後１年経過を目途に、施設の不具合の有無等について点検を行うも 

のとする。 

(10) 設計図書の取扱い 

   本工事の設計図書の取扱いは以下によるものとする。 
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① 図書の取扱い、保管は、善良なる管理者の注意義務を負うことに同意すること。 

  ② 目的以外の使用は禁止とすること。 

   ③ 図書を複写する場合、その部数は必要最低限とし、複写した図書は用済み後責任を持って 

確実に処分すること。 

(11) 質疑応答 

① 現場説明会を実施しない場合 

ア 質疑がある場合には提出 

書面により令和４年７月２５日（月曜日）１７時までに 国立青少年教育振興機構財

務部施設管理課 へ提出する。 

イ 質疑応答の電子メール又はＦＡＸの送付日時 

令和４年 ７月 ２９日（金曜日）午前１２時まで 

② 現場説明会を実施する場合 

質疑の提出：書面により平成  年  月  日  時までに国立青少年教育振興機構 

財務部施設管理課へ提出する。 

回 答      ：平成  年  月  日  時 

回 答 場 所      ： 国立青少年教育振興機構財務部施設管理課  

なお、質疑の有無にかかわらず、質疑書を提出し、回答日時には必ず出席す 

ること． 

(12) この工事は、数量公開の対象工事であり、予定価格のもととなる工事費内訳書等から単価及

び金額等を削除するなどの加工・編集を施したもの（以下「数量書」という。）を参考資料

（参考数量）として公開、提供する。 

数量書は、見積を行うために必要な図面及び仕様書の交付と同時に公開する。 

この数量書に対する質問がある場合において、次により提出するものとする。 

なお、上記(12)質問書と数量書に対する質問書は区別して提出するものとする。 

また、数量書に対する質問において、数量の差異等に係る質問については、差異の根拠とな

る数量を算出した過程を示す資料も合わせて提出するものとする。 

  ① 提出日時：令和 年  月  日（ 曜日）の１７時まで 

持参する場合は、上記期間の日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日の１０時から１７時まで

に行うこと。 

② 提出先  ： 国立青少年教育振興機構財務部施設管理課 へ提出する。 

③ 提出方法：持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。提出期間内必着。） 

により提出するものとする。 

④回答書  ：数量書に対する質問書への回答書は、電子メール又はＦＡＸにて通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和４年度

国立室戸青少年自然の家 連絡橋改修工事

工 事 発 注 図 面

四国建設コンサルタント株式会社

独立行政法人 国立青少年教育振興機構



整理番号 1

NO 工種-図面種別 図面名称

1 橋梁-位置図 付近見取図・工事概要・配置図 図示

2 橋梁-一般図 連絡橋補修一般図 1:100

3 橋梁-主げた図 連絡橋補修図(その1) 当て板補修工 図示

4 橋梁-主げた図 連絡橋補修図(その2) 当て板補修工 1:5

5 橋梁-主げた図 連絡橋補修図(その3) 当て板補修工:添接部 図示

6 橋梁-主げた図 連絡橋補修図(その4) 当て板補修工:添接部 1:5

7 橋梁-主げた図 連絡橋補修図(その5) 止水シール,地覆,支承補修工 1:5

8 橋梁-一般図 連絡橋補修図(その6) 塗替塗装工 1:100

9 橋梁-一般図 連絡橋足場計画図(参考図面) 1:100

図　面　リ　ス　ト

縮尺

業務名称：国立室戸青少年自然の家 連絡橋劣化防止対策発注支援業務

工区名、現場名等：国立室戸青少年自然の家 連絡橋改修工事



独立行政法人 国立青少年教育振興機構

年月日

尺 度

図面名

工事名

図面番号
葉之内

令和 4年 6月

図示 9 1

付近見取図・工事概要・配置図

国立室戸青少年の家
連絡橋

国立室戸青少年自然の家 連絡橋改修工事

・塗装塗替え等改修工事

０１ 付近見取図 ０３ 配置図

凡 例

既設部分

工事部分

1/600

主用途

地名地番

住居表示

新築・増築・別棟増築・改築・改修・耐震改修・用途変更・大規模の模様替

０２ 建築概要

■ 工事名称・その他

工事名称

建築用途

■ 工事概要

研修施設

高知県室戸市元乙1721

■ 設計与条件

建築地

工事種別

敷地面積

延べ面積

560,000 ㎡

10,838.68 ㎡

用途地域・地域地区 都市計画区域外（その他の区域）

主要構造・規模

敷地条件

施設条件 3径間連続鋼トラス橋

高知県室戸市元乙1721

連絡橋

■仮設工特記事項

■土木工事仕様

１．本工事は、国土交通省 土木工事共通仕様書（最新版）の仕様に基づき工事を行うこと。

１．

密に行い、万全の対策を講じること。

本工事は、施設を運営しながらの工事となるため、利用者及び施設関係者の安全確保には、常に留意し、施設側との連絡を

工事工程計画（実施工程表・月間工程表・週間工程表）、仮設計画、施工計画の作成にあたっては、施設運営に配慮するとともに、２．

施設関係者及び監督職員と十分に協議・調整を行うこと。

３．各工事を行うに際し、施設関係者と工事用関係者及び工事車両が同じ動線を使う場合は、ｶﾗｰｺｰﾝ･ｶﾗｰﾊﾞｰ･ﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ等の仮設を設置し、

安全を確保すること。

工事の内容において、利用者及び施設関係者の安全確保するために、交通誘導員が必要な場合は、適宜配置すること。４．

５．解体・撤去により生じたガラ等の処分については、仮置き場を設置し、ガラ等を分別すること。

土木工事

⑬

国立青少年教育振興機構 国立室戸青少年自然の家 連絡橋改修工事

昭和51年

メインホール棟

①管理棟

宿泊棟（くろしお棟）

渡廊下（A）

RC-2

昭和51年

973㎡

RC-2

875㎡

昭和51年

RC-2

昭和51年

598㎡

RC-1

昭和51年

414㎡

昭和51年

RC-1

昭和51年

49㎡

RC-1

昭和51年

20㎡

RC-1

95㎡

S

昭和51年

343㎡

RC-1

昭和51年

（37）

渡廊下（E)

③

食堂・厨房棟

⑫

浴室棟

⑪

④

⑩

⑦

連絡橋

⑥

⑮

②

渡廊下（C)

大屋根

工作棟

RC-1

昭和54年

185㎡

（42）

焼却炉

物置

昭和55年

S-1

3㎡

展示棟

平成5年

RC-1

269㎡

（45）

（44）

リーダー打合棟A

RC-1

RC-1

平成1年

平成1年

24㎡

24㎡

（38）

（36）

飼育舎

農具・飼料棟

46㎡

昭和54年

S

CB1

昭和54年

12㎡

車庫

W-1

平成14年

66㎡

（58）

（47）

⑬

（48）

渡廊下

RC-1

平成8年

50㎡

⑧

⑨

渡廊下（8）

RC-1

昭和51年

100㎡
RC-1

昭和51年

161㎡

研修棟

RC-2

1598㎡

⑤
渡廊下（D)

RC-1

昭和51年

97㎡

RC-2

昭和51年

1409㎡

リーダー打合棟B

プレイホール

1356㎡

工事部分

■塗装工特記事項

１．本仕様書に記載のない事項については、「国土交通省 土木工事共通仕様書（最新版）」を適用する。

安全性に留意し、他の施設に損傷を与えぬよう施工すること。また、塗料が付近構造物及び地域へ飛散しないよう防止すること。２．

塗料の単位使用量、塗装間隔、目標膜厚等については、工事図面に記載の塗装仕様による。３．

防護マスク、防護服、防護シューズ等を着用して作業することとし、作業員に健康被害を生ずることのないようにすること。４．

■鋼材特記事項

１．鋼材の種別については下記に示す通りとする。

２．高力ボルトについては下記に示す通りとする。

・JIS G 3101 一般構造用圧延鋼材 (SS400)

・摩擦接合用トルシア型高力ボルト (S10T)

工事期日 令和5年 1月20日



2@5000=10000 2500 2500 5@5000=25000 2500 2500 2@5000=10000
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12500（渡り廊下2） 12500（渡り廊下1）

55000

30000（渡り廊下3）

4
9
0
0

既設宿泊棟A棟既設メインホール

5@2500=12500 12@2500=30000 5@2500=12500

55000

3
2
5
0

連絡橋補修一般図

側 面 図 S=1:100

平 面 図 S=1:100

断 面 図 S=1:50

125 3250 125

3500

2
0
0

2
8
0
0

2
0
0 2
5
0

3
4
5
0

75 2780 75

200 3050 200

橋 梁 名

橋梁諸元

国立室戸青少年自然の家 連絡橋

架 設 年 1977年

橋 長 55.0m(12.5m+30.0m+12.5m)

全 幅 員 3.50m(歩道幅員:2.78m)

活荷重 群集荷重

上部工形式 下路式鋼トラス橋

下部工形式 箱式橋台、張出式橋脚

基 礎 形 式 場所打ち杭基礎

交差物件 施設管理道

補修,補強履歴

所 在 地 高知県室戸市元乙1721

補修歴:H12年 塗装塗替工事

補強歴:不明

工 種 内 容

補修工法一覧表

当て板補修工 鋼板:SS400，ボルト:S10T

支承補修工 ナット取替え:M27、沓座モルタル補修:無収縮モルタル

当て板補修工(添接部)

止水シール工

地覆補修工

弾性シール材

ガス切断切削仕上げ

塗替塗装工 Rc-Ⅱ(塗膜剥離剤使用<1回塗り>)

足場工 吊足場

鋼板:SS400，ボルト:S10T

高力ボルト取替工 S10T

※補修箇所の詳細については各補修図面を参照。

塗替塗装工

塗替塗装工

当て板補修工

当て板補修工

当て板補修工
(添接部)

当て板補修工
(添接部)

地覆補修工

支承補修工

支承補修工

止水シール工

止水シール工

独立行政法人 国立青少年教育振興機構

年月日

尺 度

図面名

工事名

図面番号
葉之内

令和 4年 6月

図示 9 2

連絡橋補修一般図

国立室戸青少年自然の家 連絡橋改修工事



独立行政法人 国立青少年教育振興機構

年月日

尺 度

図面名

工事名

図面番号
葉之内

令和 4年 6月

9

国立室戸青少年自然の家 連絡橋改修工事

連絡橋補修図(その1)
(当て板補修工)

１階床伏図 S=1:80

Ｒ階床伏図 S=1:80

既設宿泊棟A棟

既設メインホール

既設宿泊棟A棟

既設メインホール

当て板補修工
R階床支材 NO.1

当て板補修工
R階床支材 NO.3 当て板補修工

R階床支材 NO.5

当て板補修工
R階床支材 NO.2

当て板補修工
R階床支材 NO.4

当て板補修工
R階床支材 NO.6

当て板補修工
R階床支材 NO.7

当て板補修工
R階床支材 NO.8

当て板補修工
R階床支材 NO.10

当て板補修工
R階床支材 NO.12

当て板補修工
R階床支材 NO.9 当て板補修工

R階床支材 NO.11

当て板補修工
1階床支材 No.1

当て板補修工
1階床支材 No.3

当て板補修工
ガセットＰＬ No.1

当て板補修工
ガセットＰＬ No.2

当て板補修工
ガセットＰＬ No.3 当て板補修工

ガセットＰＬ No.5

当て板補修工
ガセットＰＬ No.7

当て板補修工
ガセットＰＬ No.4

当て板補修工
ガセットＰＬ No.6

当て板補修工
1階床支材 No.5

当て板補修工
1階床支材 No.2

当て板補修工
1階床支材 No.4

当て板補修工
1階床支材 No.6

当て板補修工
1階床支材 No.7

当て板補修工
1階床支材 No.9

当て板補修工
1階床支材 No.8 当て板補修工

1階床支材 No.10

当て板補修工
1階床支材 No.11

当て板補修工
1階床支材 No.12

当て板補修工
1階床支材 No.13

当て板補修工
1階床支材 No.13

当て板補修工
1階床支材 No.12

当て板補修工
ガセットＰＬ No.8

当て板補修工
1階床支材 No.16

当て板補修工
1階床支材 No.15

当て板補修工
1階床支材 No.14

当て板補修工
1階床支材 No.17

当て板補修工
1階床支材 No.20

当て板補修工
1階床支材 No.19

当て板補修工
1階床支材 No.18

当て板補修工
1階床支材 No.21

当て板補修工
ガセットＰＬ No.10

当て板補修工
ガセットＰＬ No.9

当て板補修工
1階床支材 No.24

当て板補修工
1階床支材 No.26

当て板補修工
1階床支材 No.25

当て板補修工
1階床支材 No.27

当て板補修工
1階床支材 No.28

当て板補修工
1階床支材 No.22

当て板補修工
1階床支材 No.23

補修箇所位置図

1:80 3

連絡橋補修図(その1)

第3径間

第1径間 第2径間

第2径間

第3径間

第1径間 第2径間

第2径間



独立行政法人 国立青少年教育振興機構

年月日

尺 度

図面名

工事名

図面番号
葉之内
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国立室戸青少年自然の家 連絡橋改修工事

連絡橋補修図(その2)
(当て板補修工)

上フランジ

下フランジ

ガセットＰＬ

L-90×90×10

L-90×90×10

TCB S10T M20×60

TCB S10T M20×60

TCB S10T M20×65

TCB S10T M20×60
既設高力ボルト取り替え

L-200×90×9×14
加工品

TCB S10T M20×60

L-200×90×9×14
加工品

部材名 寸法 単位重量 部材数 重量 延長

1箇所当り

L-90×90×10 L= 200 13.8 2 5.5 0.400

TCB S10T M20×55

Ｒ階床支材

3

全 12箇所

№

1-1 L-90×90×10 L= 300 13.8 2 8.3 0.600

TCB S10T M20×60 4

1-2 L-90×90×10 L= 900 13.8 2 24.8 1.800

TCB S10T M20×60 12

1-3 L-90×90×10 L= 2050 13.8 2 56.6 4.100

TCB S10T M20×60 29

1-4 L-90×90×10 L= 1100 13.8 2 30.4 2.200

TCB S10T M20×60 15

1-5 L-90×90×10 L= 500 13.8 2 13.8 1.000

TCB S10T M20×60 7

2-6 L-90×90×10 L= 2050 13.8 2 56.6 4.100

TCB S10T M20×60 29

2-7 L-90×90×10 L= 900 13.8 2 24.8 1.800

TCB S10T M20×60 12

2-8 L-90×90×10 L= 600 13.8 2 16.6 1.200

TCB S10T M20×60 8

2-9 L-90×90×10 L= 400 13.8 2 11.0 0.800

TCB S10T M20×60 5

2-10 L-90×90×10 L= 600 13.8 2 16.6 1.200

TCB S10T M20×60 8

2-11 L-90×90×10 L= 1550 13.8 2 42.8 3.100

TCB S10T M20×60 22

2-12 L-90×90×10 L= 450 13.8 2 12.4 0.900

TCB S10T M20×60 6

2-13 L-90×90×10 L= 400 13.8 2 11.0 0.800

TCB S10T M20×60 5

2-14 L-90×90×10 L= 250 13.8 2 6.9 0.500

TCB S10T M20×60 3

2-15 L-90×90×10 L= 800 13.8 2 22.1 1.600

TCB S10T M20×60 11

2-16 L-90×90×10 L= 450 13.8 2 12.4 0.900

TCB S10T M20×60 6

2-17 L-90×90×10 L= 850 13.8 1 11.7 0.850

TCB S10T M20×60 12

2-18 L-90×90×10 L= 400 13.8 2 11.0 0.800

TCB S10T M20×60 5

2-19 L-90×90×10 L= 550 13.8 1 7.6 0.550

TCB S10T M20×60 7

2-20 L-90×90×10 L= 600 13.8 2 16.6 1.200

TCB S10T M20×60 8

2-21 L-90×90×10 L= 500 13.8 2 13.8 1.000

TCB S10T M20×60 7

2-22 L-90×90×10 L= 600 13.8 2 16.6 1.200

TCB S10T M20×60 8

2-23 L-90×90×10 L= 550 13.8 2 15.2 1.100

TCB S10T M20×60 7

3-24 L-90×90×10 L= 600 13.8 1 8.3 0.600

TCB S10T M20×60 8

3-25 L-90×90×10 L= 600 13.8 2 16.6 1.200

TCB S10T M20×60 8

3-26 L-90×90×10 L= 700 13.8 2 19.3 1.400

TCB S10T M20×60 9

3-27 L-90×90×10 L= 500 13.8 2 13.8 1.000

TCB S10T M20×60 7

3-28 L-90×90×10 L= 400 13.8 2 11.0 0.800

TCB S10T M20×60 5

合計 L-90×90×10 13.8 528.5 38.300

TCB S10T M20×60 273

１階床支材
部材名 寸法 単位重量 部材数 重量 延長

○鋼材数量表

S=1:5

S=1:5

S=1:5

1:5 4

連絡橋補修図(その2)

第1径間 全2箇所

11.0 0.800

1箇所当り

L-90×90×10 L= 200 13.8 2 5.5 0.400

TCB S10T M20×55 3

第2径間 全8箇所

44.2 3.200

1箇所当り

L-90×90×10 L= 200 13.8 2 5.5 0.400

TCB S10T M20×55 3

第3径間 全2箇所

11.0 0.800

小計

小計

小計

66.2 4.800合計

第1径間

小計 133.9 9.700

第2径間

小計 325.7 23.6

第3径間

小計 69.0 5.000

部材名 寸法 単位重量 部材数 重量 延長

全 10箇所

第1径間 全3箇所

24.5 0.780

第2径間 全7箇所

小計

1箇所当り

L-200×90×9×14 L= 130 23.3 2 6.1 0.260

Fill-PL 130×9×85 0.8 2 1.6

Fill-PL 130×6×85 0.5 1 0.5

TCB S10T M20×65 4

TCB S10T M20×60 4

ガセットＰＬ

57.1 1.820小計

1箇所当り

L-200×90×9×14 L= 130 23.3 2 6.1 0.260

Fill-PL 130×9×85 0.8 2 1.6

Fill-PL 130×6×85 0.5 1 0.5

TCB S10T M20×65 4

TCB S10T M20×60 4

81.6 2.600合計

全 28箇所

全5箇所

全18箇所

全5箇所

3
7

4
3
1
0

9
0

1
0
4
3

3
7

9
0

3
5

6
0

3
5

1
3
0

9
14

43 80 40

186

40 L-80 40

L

40 L-80 40

L

3
7

4
3
1
0

9
0

3
7

4
3

1
0

9
0

90

90

3
5

6
0

3
5

1
3
0

37 44 9

90

3
7

4
9

5 66 1
0
4
3

3
7

1
9
2

9 57 80 40

186
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国立室戸青少年自然の家 連絡橋改修工事

連絡橋補修図(その3)
(当て板補修工:添接部)

北側軸組図 S=1:80

南側軸組図 S=1:80

既設宿泊棟A棟

既設メインホール

既設メインホール

既設宿泊棟A棟

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.1

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.1

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.3

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.2

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.4

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.6

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.8

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.9

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.6

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.8

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.9

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.12

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.5

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.15

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.34 当て板補修工

斜材 ウェブ添接 No.41

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.45

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.26

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.30

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.27

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.29

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.24

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.35

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.39当て板補修工

斜材 ウェブ添接 No.32

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.43

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.47

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.22

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.23

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.10

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.11

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.12

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.13

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.16

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.13

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.18

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.19

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.19

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.26

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.24

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.28

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.7

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.40

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.31

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.23

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.17

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.21

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.22

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.18

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.25

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.36

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.46

当て板補修工
上弦材 ウェブ添接 No.3

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.7

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.14

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.20

当て板補修工
下弦材 ウェブ添接 No.27

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.2

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.4

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.5

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.10

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.11

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.14

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.15

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.16

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.17

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.21

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.20

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.25

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.33

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.38

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.37

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.42

当て板補修工
斜材 ウェブ添接 No.44

補修箇所位置図

1:80 5

連絡橋補修図(その3)

第3径間 第2径間

第2径間 第1径間

第1径間 第2径間

第2径間 第3径間



独立行政法人 国立青少年教育振興機構

年月日

尺 度

図面名

工事名

図面番号
葉之内

令和 4年 6月

9

国立室戸青少年自然の家 連絡橋改修工事

連絡橋補修図(その4)
(当て板補修工:添接部)

上弦材・下弦材 斜 材
H-200×200×8×12 H-175×175×7.5×11

1
5
0

1
3
0

226
8
622

64

φ
4
4

φ
4
4

3
0

7
0

3
0

1
3
0

40 65 125 85 125 65 40

545

2
2
6 86

2
2

6
4

40 65 125 85 125 65 40

545

φ44 φ44

4-φ44孔

185 5 165 5 185Fill PL

2-Cov PL 130 x 22 x 545 (SS400)

＜1箇所当り＞

4-Fill PL 130 x 6 X 185 (SS400)

鋼桁孔明
4-φ22.5孔

鋼桁孔明
4-φ22.5孔

注記）
1.当て板取付後の防食対策として、上向きとなる孔及び当て板周りには

シール処理を行うこと。
2.当て板補修時は通路の規制(通行止め)を行うことを基本とする。

130

125

φ44 φ44

2
2
6 7
.
56
2
2

6
3
.
5

8-TCB M22 x 95 (S10T)

32.5 60 32.5

125

4
0

6
5

1
2
0

9
5

1
2
0

6
5

4
0

5
4
5

4-φ44孔

鋼桁孔明
4-φ22.5孔

鋼桁孔明
4-φ22.5孔

226
7.5
622

63.5

Fill PL

4
0

6
5

1
2
0

9
5

1
2
0

6
5

4
0

5
4
5

1
8
5

5
1
6
5

5
1
8
5

1
6
5

165

φ
4
4

φ
4
4

2-Cov PL 125 x 22 x 545 (SS400)

＜1箇所当り＞

4-Fill PL 125 x 6 X 185 (SS400)

8-TCB M22 x 95 (S10T)

A

A

A-A断面図 A-A断面図

AA

○鋼材数量表

S=1:5 S=1:5

1:5 6

連絡橋補修図(その4)

部材名 寸法 単位重量 部材数 重量 延長

第1径間 全7箇所

201.6

第2径間 全13箇所

374.4

第3径間 全7箇所

201.6

小計

小計

小計

777.6合計

上弦材・下弦材 ウェブ添接 全 27箇所

1箇所当り

PL 130×22×545 12.2 2 24.4

Fill-PL 130×6×185 1.1 4 4.4

TCB S10T M22×95 8

1箇所当り

PL 130×22×545 12.2 2 24.4

Fill-PL 130×6×185 1.1 4 4.4

TCB S10T M22×95 8

1箇所当り

PL 130×22×545 12.2 2 24.4

Fill-PL 130×6×185 1.1 4 4.4

TCB S10T M22×95 8

部材名 寸法 単位重量 部材数 重量 延長

第1径間 全7箇所

196.0

第2径間 全29箇所

812.0

第3径間 全11箇所

308.0

小計

小計

小計

1316.0合計

全 47箇所斜材 ウェブ添接

1箇所当り

PL 125×22×545 11.8 2 23.6

Fill-PL 125×6×185 1.1 4 4.4

TCB S10T M22×95 8

1箇所当り

PL 125×22×545 11.8 2 23.6

Fill-PL 125×6×185 1.1 4 4.4

TCB S10T M22×95 8

1箇所当り

PL 125×22×545 11.8 2 23.6

Fill-PL 125×6×185 1.1 4 4.4

TCB S10T M22×95 8
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国立室戸青少年自然の家 連絡橋改修工事

止水シール
L=325

止水シール
外L=200,内L=80

止水シール
L=12

止水シール
L=100

止水シール
L=130

止水シール
L=100

5
5

連絡橋補修図(その5)
(止水シール工)

上弦材・下弦材

斜 材

H-200×200×8×12

H-175×175×7.5×11

(地覆補修工)

(支承補修工)

ガス切断切削仕上げ工

地覆
[-250×75×4.5

地覆補修工止水シール工

3
0

無収縮モルタル打設工

ナット取替工

支承補修工

補修箇所位置図

支承補修工
ナット取替工

支承補修工
ナット取替工

支承補修工
ナット取替工

支承補修工
ナット取替工

支承補修工
ナット取替工
無収縮モルタル打設工

支承補修工
ナット取替工

地覆補修工 ガス切断切削仕上工 55000

地覆補修工 ガス切断切削仕上工 55000

地覆補修工 ガス切断切削仕上工 55000

地覆補修工 ガス切断切削仕上工 55000

※止水シール工は当て板補修工:添接部と同箇所である

S=1:5 S=1:5 S=1:5

1:5 7

連絡橋補修図(その5)

【施工手順】
1.清掃、形状確認
2.型枠設置
3.無収縮モルタル打設
4.型枠撤去
5.完了
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国立室戸青少年自然の家 連絡橋改修工事

連絡橋補修図(その6)
(塗替塗装工)

2@5000=10000 2500 2500 5@5000=25000 2500 2500 2@5000=10000

3
0
0
0

1
0
0
0

5
5
0
0

6
9
0
0

9
0
0
0

12500（渡り廊下2） 12500（渡り廊下1）

55000

30000（渡り廊下3）

4
9
0
0

既設宿泊棟A棟既設メインホール

5@2500=12500 12@2500=30000 5@2500=12500

55000

3
2
5
0

側 面 図 S=1:100

平 面 図 S=1:100

断 面 図 S=1:50

125 3250 125

3500

2
0
0

2
8
0
0

2
0
0 2
5
0

3
4
5
0

75 2780 75

200 3050 200

全面塗替塗装工

全面塗替塗装工

1:100 8

連絡橋補修図(その6)

塗装仕様 (Rc-Ⅱ系 はけ・ローラー)

塗装工程

素地調整

下 塗 有機ジンクリッチペイント

下 塗 弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗

下 塗 弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗

中 塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗

上 塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗

(g/m2)
使用量

240

200

200

140

120

塗装間隔

塗膜剥離剤

塗料名

4時間以内

1日～10日

1日～10日

1日～10日

1日～10日

素地調整(2種ケレン相当)

(鋼板露出部のみ)240g/m2

有機ジンクリッチペイント

200g/m2

弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗

200g/m2

弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗

140g/m2

弱溶剤形変ふっ素樹脂塗料用中塗

120g/m2

弱溶剤形変ふっ素樹脂塗料上塗

塗装塗替工詳細図

(Rc-Ⅱ塗装系)

鋼部材

塗装塗替工 フロー図

前工程

素地調整工

洗浄

下塗塗装

中塗塗装

上塗塗装

完了

要求性能 評価項目 評価基準のレベル

① 塗膜剥離性 剥離性
1回の塗膜剥離剤の塗布で、膜厚500μmの

一般塗装系塗膜を剥離できること。

②作業性

たれ性
塗膜剥離剤を垂直面に塗付し、たれが

塗付性
エアレス塗装機またははた・ローラーにより

確実に塗付作業ができること。

③安全性

生分解性
微生物の働きにより、塗膜剥離剤の成分が

一定期間に分解されること。

火災安全性
塗膜剥離剤の引火点が十分に安全な程度

塗膜剥離剤の品質に係る要求性能

注1) 塗膜試験の結果、塗膜に有害物質(鉛)が含まれているため適切な

防護工を行った上で、剥離剤及び2種ケレンにより塗替塗装を行うこと。

注2) 剥離剤は1回塗りで剥離可能と想定されるが「土木構造物用塗膜剥離剤

ガイドライン(案)-土木研究所」に記載されている要求性能を満足する

製品を使用すること。

※1：素地調整程度2種ではあるが、健全なジンクリッチプライマーやジンクリッチペイントを残し
他の旧塗膜を全面除去した場合は、鋼材露出部のみ有機ジンクリッチペイントを塗布する。
この際、使用量の目安は 240g/m2（ローラ・刷毛塗り）程度である。
素地調整程度2種で旧塗膜を全面除去した場合は、有機ジンクリッチペイントの使用量 600g/m2とする。
素地調整後 4時間以内

生じないこと。

であること。

※塗膜剥離剤による

注3) 塗膜くずは産業廃棄物として処分すること。



2@5000=10000 2500 2500 5@5000=25000 2500 2500 2@5000=10000

3
0
0
0

1
0
0
0

5
5
0
0

6
9
0
0

9
0
0
0

12500（渡り廊下2） 12500（渡り廊下1）

55000

30000（渡り廊下3）

4
9
0
0

既設宿泊棟A棟既設メインホール

5@2500=12500 12@2500=30000 5@2500=12500

55000

3
2
5
0

側 面 図 S=1:100

平 面 図 S=1:100

断 面 図 S=1:50

125 3250 125

3500

2
0
0

2
8
0
0

2
0
0 2
5
0

3
4
5
0

75 2780 75

200 3050 200

1
0
0
0

3
4
5
0

1
0
0
0

5
4
5
0

1000 1750 1750 1000

5500

1
7
0
0

800

1800

800

1800

800

1800

800

1800

800

1
3
5
0

1
2
0
0

1
3
5
0

3
9
0
0

800

1
3
5
0

1
2
0
0

1
3
5
0

3
9
0
0

3
0
0 6
0
02
0
0

3
0
0 6
0
02
0
0

吊り足場設置

550 550

3
9
0
0

3
9
0
0

板張防護
シート張り防護

シート張り防護

連絡橋足場計画図
(参考図面)
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